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台湾の就学前教育における防災教育の実際
Disaster Prevention Education in Preschool Education in Taiwan 
南 埜 猛* 
MINAMIN0 Takeshi 
台湾は, 日本と同様に, 環太平洋造山帯に位置する火山 ・ 地震の多発国である。 同様の自然条件下にある台湾での教育
実践は, 日本の防災教育を考える上で, 有効な比較対象事例になると考える。 本稿では, まず教育部の防災教育関係のホー
ムページや関係機関の資料ならびに, 防災教育の推進やその企画立案に深く かかわってきた翁麗芳教授からの聞き取り を
もとに, 台湾の防災教育の展開と就学前教育におけるこれまでの成果を概観する。 次に桃園市内の公立幼児園の実践をも
とに, 防災教育の実際を考察し, あわせて関係者の聞き取りにより台湾における防災教育における幼児教育の役割につい
て検討する。
台湾の防災教育は、921大地震をきっかけに、 災害に関する基本法である 『災害防救法』 を制定し, その法的根拠をも
とに関係各省庁において各種事業を実施 ・ 展開している。 教育部は, 特に防災教育の主管部局として中心的な役割を果た
している。 教育部では, 2003年度以降, 4 年ごとにプロジェクト を設定し, 防災教育にかかわる確実な積み上げをなし, 
防災ハンドブックや防災教育教材などの成果を残してきている。 また台湾の防災教育の特徴と して, 1 ) 国家主導で防災
ハンドブックや環境安全点検票の基準がしっかり示され, 統一的な教育や対応が可能となっていること, 2 ) 防災教育が
IT技術を活用しながら展開していること, 3 ) 気候変動教育などグローバルな展開が取り入れられていることの3 点を
指摘した。 
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1 . はじめに
台湾は, 日本と同様に, 環太平洋造山帯に位置する火
山 ・ 地震の多発国である。日本における1995年阪神 ・ 淡
路大震災, 2011年東日本大震災, さらには2016年熊本地
震と同様に, 台湾でも1999年に台湾中部の集集 (集集) 
を震源とするM7.3規模の大地震が発生し (以下, 921大
地震) , 死者2,415人, 負傷者11,306人, 行方不明者29人
という多くの犠牲者が出た(表 1 )。台湾では, 翌年の2 
000年に 『災害防救法』 を制定している。 さらに防災へ
の意識を高めるために, 921大地震の発生日である9 月2 
1日を 「防災の日(國家防災日)」 に設定し, 防災・ 減災
に向けて様々な取り組みがなされている。 また台湾の文
部科学省にあたる教育部では, 防災教育にかかわって精
力的な取り組みがなされてきた。
筆者は, 国立台北教育大学 (國立臺北教育大學) の翁
麗芳教授の協力で, 幼児園 ' ) における防災教育の実践
を見学する機会を得た。 火山 ・ 地震の多発国という同様
の自然条件下にある台湾での教育実践は, 日本の防災教
育を考える上で, 有効な比較対象事例になると考える。
本稿では, まず教育部の防災教育関係のホームページ
や関係機関の資料ならびに, 防災教育の推進やその企画
立案に深く かかわってきた翁麗芳教授からの聞き取り を
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も とに, 台湾の防災教育の展開と就学前教育におけるこ
れまでの成果を概観する。 次に桃園市内の公立幼児園の
実践をもとに, 防災教育の実際を考察し, あわせて関係
者の聞き取りにより台湾における防災教育における幼児
教育の役割について検討する。 
2 . 台湾における防災教育と幼児教育の展開
1 ) 防災教育
台湾では, 1999年の921大地震を契機に, 防災への対
応が図られ, その基本法と して2000年に 『災害防救
法』2) が制定された (表 1 )。 同法の22条において 「災
害発生あるいは災害拡大を防ぐために, 政府の機関にお
いて平時より次の減災事項を実施すること( 1 . 災害救
助のシミ ュレーション, 経費, 実施及び検討, 2 . 災害
救助教育, 訓練および啓蒙活動)」 とあり, 教育部がこ
の条項に依拠して防災教育の取り組みを行ってきた。
当初は, 教育部顧問室が担当部局となり, 2003~ 2006 
年度に第 1 期計画の 「防災科学教育人材育成パイロット
プロジェクト」 (「防災科技教育人才培育先導型計畫」 を, 
続いて2007~ 2010年度に第2 期計画の 「防災科学教育深
化実験研究プロジェクト」 (「防災科技教育深耕實驗研究
計畫」) をそれぞれ実施している。 2011年度からは担当
平成29年10月3 日受理
表 1 台湾における防災教育関連のできごと
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年 項目 
1995 
1999 
2000 
2003 
2007 
2010 
2011 
2011 
2011 
2012 
2015 
(阪神・ 淡路大震災) 
921大地震 (台湾中部) 
「防災防救法」 の制定 
第 1 期 「防災科学教育人材育成パイロッ トプロジェク
ト」 (~ 2006年度) 
第 2 期 「防災科学教育深化実験研究プロジェク ト」 
( ~ 2010年度) 
「防災遊戯書」 と 「野菜村」 の発行 
(東日本大震災) 
第 3 期 「防災学校園ネッ トワーク設置と実験プロジェ
ク ト」 (~ 2014年度) 
「幼児教育・ 保育法」 の制定 
幼託一元化実施 (1月1 日~ ) 
第 4 期 「学校防減災及び気候変動教育推進プロジェク
ト」 (~ 2018年度) 
部局が変更され, 本部環境チーム (環保小組) と情報 ・ 
科学技術官 (資訊及科技教育司) の共同担当となり, 
2011 ~ 2014年度の第3 期計画では 「防災学校園ネットワー
ク設置と実験プロジェクト」 (「防災校園網路建置與實驗
計畫」) を, そして2015~ 2018年度の第 4 期計画として
「学校防減災及び気候変動教育推進プロジェクト」 (「學
校防減災及氣候變遷調適教育精進計畫」) が進められて
い るo
近年 , 災害は地球環境とのかかわりから議論されるよ
う になっている。 その背景となっているのが, 1992年に
リオ ・ デ・ ジヤネイロで開催された 「環境と開発に関す
る国際連合会議」 において採択された 「気候変動に関す
る国際連合枠組条約」(以下, 地球温暖化防止条約) で
ある。台湾は国連の構成国ではないが, 早く からに同条
約の趣旨に賛同し, 参加を求めている3)。 調査時点で進
行中の 「学校防減災及び気候変動教育推進プロジェクト」
は, その具体的取り組みの一つとして位置付けられる。 
また, このように全体計画の中にグローバルな視点を取
り入れた取り組みがなされている点に, 台湾の先進性が
うかがえる。 さらにこの取り組みに先行する形で, 2006 
年から教育関係と国際減災戦略秘書所 (ISDR) が共同
して, 「学校からはじめる防災教育」 (「防災従学校開始」) 
という グローバル防災教育活動の取り組みが開始されて
いる。 
2 ) 就学前教育
本研究対象である就学前教育については, 近年, 大き
な教育改革が実施された。 それは日本でいう幼保一元化
である。 台湾には, 教育を中心とする幼稚園と保育を中
心とする託児所 (托兒所) があり, それらの一元化を図
るために2011年に 「幼児教育・ 保育法」(「幼兒教育及照
顧法」) が制定された。 それにともなって2012年 1 月よ
り, 幼託一元化 (幼托整合) が実施された。 その結果, 
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2歳児以上を教育 ・ 保育する機関として幼児園 (幼兒園) 
が設置された。 現在は, 幼児園による統一的な教育が実
施されている。
翁 (2017) によれば, 改革以前の2011年度の幼稚園数
は3195校であり, 1 万4918人の教員と18万9792人の園児
が学んでいた。 一元化後の2016年度の幼児園数は約 2 倍
の6362校となった。 教員は幼稚園の3 倍の4 万6167人と
なり, 46万2115人の園児が学んでいる。 
3 . 就学前教育における防災教育
1 ) 防災教育ハンドブック
教育部では, 防災教育にかかわって 「防災教育普及ハ
ンドブック(防災教育宣導手冊)」 (2004年) , 「災害緊急
時標準手順ハンドブック(災害應變參考程序手冊)」
(2011年) , 「校園災害管理作業ハンドブック(校園災害
管理工作手冊)」 (2012年) などを作成 ・ 出版してきた。 
それらを集約する形で, 「校園災害管理作業ハンドブッ
ク : 幼児園編 (校園災害管理工作手冊 : 幼児園適用)」4 ) 
が2013年に発行されている。 同マニュアルは, 「第1 章
総則と共通事項 (總則與共通性事項) 」, 「第2 章 地震
災害 (地震災害)」, 「第3 章 台風と洪水災害(颱洪災
害)」, 「第4章 土砂災害(坡地災害) , 「第5章 人為
災害 (人為災害)」, 「第6章 災害復旧段階(災害復元
階段)」 から構成されている。 人為災害の中には, 火災 , 
交通事故, 毒性災害が含まれる。
各災害においては, 「平時における減災と準備の取り
組み」 と 「発生時の対応について」 の2 つに分けて, 説
明がなされている。 また平時の対応にかかわって, 同ハ
ンドブックでは, 学校内の環境安全点検票 (校園環境安
全検査表) が用意されている。 環境安全点検票は, 40の
項目からなるチェ ックリストである。
なお, 同ハン ドブックは250台湾 ドルで販売されてい
るほか, 防減災及び気候変遷調適教育ホームページ5) 
からダウンロードできる。 
2 ) 防災教育教材
第 2 期計画の 「防災科学教育深化実験研究プロジェク
ト」 では, 教育段階 (幼稚園, 小中学校, 高校, 大学・ 
一般) ごとに教材開発がなされた。 幼児園を対象とする
教材は2008年度と2009年度にわたって検討され, その成
果として 『防災遊戯書』(『防災遊戯書』) と 『野菜村』
( 『野菜村』) の2 種類の教材が作成された。
『防災遊戯書』(写真 1 ) では, 4 つの災害と5 つの
事故を取り上げ, それぞれに絵本が作成されている。 こ
こでいう4つの災害とは, 地震 (地災) , 火災 (火災) , 
風災 (風災) , 水害 (水災) であり, 5つの事故とは, 
ウイルス (腸病毒) , 交通事故 (交通事故) , 家庭内暴力
(暴力事故) , 転落事故 (跌撞事故) , 火傷事故 (燒 事
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写真1 防災教育用の絵本と教師用指導書
故) である。
絵本の編集にあたっては, ①児童の日常生活の状況や
関心をもとにした導入, ②災害や事故が発生した場合の
状況の提示, ③話し合い, ④遊戯を通じた体験の4 つの
段階を設定し, その諸段階を通じて, 児童が災害や事故
が発生した際の深刻さを理解させ, 防災意識を持たせ, 
さらに自助の態度を身につけさせることを原則としてい
る o
具体的には, 表紙と裏表紙にはそれぞれの災害 ・ 事故
をイメージできる内容を示すことで防災の概念と行動を
強化すること, 日常生活を事例にすることで児童の学習
意欲をもたせるこ と, キャラク タ (ーう さぎさん一家な
ど) を用いて防災への興味を持たせること, 遊戯や活動
を通じて防災の基礎を養うこと, そして防災教育の最終
目標である自助 ( 自我保護) の意識を強化させることの
5 つを設計理念において作成されている。
一方, 『野菜村』(写真 2 ) も前述の4 つの災害と5 つ
の事故の 9 つのテーマごとにそれぞれ2 話ずつのアニメー
ショ ンが用意されている。 アニメ ーショ ンでは, ウサギ
のキャラク ターである白ウサちやん(白白兎) を主人公
にして展開している。 各アニメ ーショ ンの放映時間は2 
分半から3 分である。
翁 (2017) によると, これらの教材の作成に関しては, 
日本の児童を対象とする防災教材をもとに検討がなされ
たとのことである。
同教材は, 500セット を全国の関係施設に配布したほ
か (翁, 2017) , 『防災遊戯書』 は1冊100台湾ドル (セッ
トで900台湾ドル) , 『野菜村』 は320台湾ドルで市販され
ている。 またこれらの教材は, 防災教育@數位平台のホー
ムページでも公開されている6)。 
4 . 幼児園での防災教育の実際
1 ) 訪問園の概要
訪問した幼児園は, 桃園市立平鎮幼児園である。 桃園
市は近年急速に発展している都市で, 2015年12月に6 番
目の直轄市7) となった。2017年 1 月時点での人口は215 
表 2 幼稚園での1 日のスケジュール
時間 分 活動項日 
7:30~ 8:00 30 登園/読み聞かせ 
8:00~ 8:30 30 朝のお片づけの時間 (生活習慣を身につける) 
8:30~ 9:00 30 朝のおやつの時間 (食習慣, 衛生, 歯磨き) 
9:00~ 10:40 100 学習の時間 
10:40~ 11 :15 35 運動の時間 
11:15~ 11:30 15 休憩の時間 (音楽を聴く) 
11 :30~ 12 :10 40 昼食の時間 (衛生, 歯磨き) 
12 :10~ 12 :40 30 園内散歩 / お話 
12 :40~ 14:10 90 おやつとお昼寝の時間 
14 :10~ 14 :20 10 午後のお片づけの時間 (生活習慣を身につける) 
14:20~ 15 :10 30 角落探索 (人間関係の発達と) 
15 :10~ 15 :40 30 おやつの時間 (養成良好飲食習慣、 清潔整理、 潔牙) 
15:40~ 16:00 20 絵本の時間 
16:00~ お片づけ / 退園 
出所 : 桃園市立平鎮幼児園ホームページよ り筆者作成。 
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万人である。 同市は今回訪問した平鎮幼兒園のある平鎮
区 (區) を含め13の区からなり, 公立幼稚園は区単位に
設定されている。 各幼稚園には, さらに分園が置かれて
いる。平鎮幼兒園の場合, 本部 (本園) のほか6つの分
園 (分班) があり, 今回は, 紹豊 (紹豐) 分園と平鎮
(平鎮) 分園に訪問した。
前述のとおり, 台湾では, 2012年から幼託一元化が実
施されている。 紹豊分園と平鎮分園はともに, 以前は託
児所であったのが, 幼児園に変更されている。 平鎮幼兒
園においては, 満 3 歳から小学校入学までの幼児が対象
で, 月曜日から金曜日までが登園日に設定されている8)。 
1 日の標準的な時間割は表2 に示したとおりである。 朝
8 時に登園し, 昼食を含め16時まで学習する。 さらに17 
時まで延長で受け入れている9)。
見学した紹豊分園と平鎮分園は, ともに4 歳児クラス
のペンギン (企鵝) 組と5 歳児クラスのリ ンゴ(蘋果) 
組の 2 クラス編成である。 1 クラスの定員は30人であり, 
実際の児童の数は, 表 3 に示したとおりである。 教員'°) 
表 3 モデル幼稚園の諸元
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紹豊分園 平鎮分園 
男 女 合計 男 女 合計 
クラス(人) 15 13 28 13 15 28 
クラス(人) 10 20 29 16 13 29 
十(人) 25 33 57 29 28 57 
(人) 4 4 
築年数 (年) 27 2 
内面積 (m 2) 200. 99 333. 22 
1.面積 (m 2) 72. 21 192. 63 
出所 : 現地調査 (2017年 4 月18 日) の聞き取りより
筆者作成。
表 4 幼稚園の入学許可基準
順位 年齢 優先入園資格 
1 4 ~ 5歳 すでに在籍している幼児 
2 3 ~ 5歳 心身障害のある幼児 (本市の鑑定によ る) 
3 
5歳 
低収入家庭の子女 
4 中収入家庭の子女 
5 原住民 
6 特別な境遇の家庭の子女 
7 中度以上の心身障害のある子女 
8 
4歳 
低収入家庭の子女 
9 中収入家庭の子女 
10 原住民 
11 特別な境遇の家庭の子女 
12 中度以上の心身障害のある子女 
13 5歳 3人以上の子・ 共のいる家庭 
14 4歳 3人以上の子, 共のいる家庭 
15 5歳 父親と母親のいずれかが外国籍あるい は中国籍の家庭の幼児 
16 5歳 
4歳未満の子どもがいる公立学校の附 
属幼児園ならびにその所属学校、 市立 
幼児園、 非営利幼児園とその関係機関 
の教職員、 あるいは復興区の公務員 
17 4歳 
4歳未満の子どもがいる公立学校の附 
属幼児園ならびにその所属学校、 市立 
幼児園、 非営利幼児園とその関係機関 
の教職員、 あるいは復興区の公務員 
18 5歳 一般入園資格者の幼児 
出所 : 現地調査 (2017年 4 月18 日) より筆者作成。 
はそれぞれのクラスに2 名が配属されている。 台湾の幼
児園では, 表 4 に示すよう に, 入園にかかわって, 優先
順位が設定されている。 まず施設と しての教室とそれに
もとづく定員が確定し, 順に受け入れていく。 その結果, 
幼児園の受入れは 2 歳からであるが, 紹豊分園と平鎮分
園ではともに4 歳クラスと5 歳クラスそれぞれ1 クラス
のみの設定となっている。
紹豊分園は市街地域にあり, 周辺には商店や銀行など
が立地している。 同園の施設は築27年の鉄筋コンクリー
ト製2 階建て建物であり, コミニユテイセンタ一 と併設
となっている(写真 3 )。 1 階は幼児園として利用され, 
2 階はコミ ュニティ センターの集会場となっている。
一方, 平鎮分園は農村地域に立地しており, 周辺には
農地が広がっている。 同園の施設は築2 年の鉄筋コンク
リート製3 階建て建物である (写真 4 )。 この幼稚園は, 
長年, 地元の神社 (廟) 所有の土地にあり, 立地の上で
問題を抱えていたが' ') , 幼託一元化を契機に地元で対応
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写真 3 桃園市立平鎮幼児園紹豊分園
出所 : 筆者作成 (2017年4 月18日)。 
写真 4 桃園市立平鎮幼児園紹豊分園
出所 : 筆者作成 (2017年4 月18日)。 
と調整が図られ, 新たに建物を新設したものである。 1 
階と2 階は幼児園として使用し, 3 階は紹豊分園と同様
にコミ ュニティ センターの集会場となっている。 また災
害時の備えとして, 自家発電施設や地下貯水施設なども
併設されている。 なお, 両園ともに, 調理室があり, 昼
食やおやつは園内で用意がなされている。 
2 ) 訪問指導の実際
今回の訪問は, 幼児園防災教育モデル園計画 (幼兒園
防災教育示範輔導計畫) の基づく訪問指導である。 この
計画のもと, 複数の視察 ・ 指導チームが組織された。 筆
者はそのう ちの1 チームに帯同した。 このチームの計画
では, 避難訓練を含めて3 回の訪問指導が実際される。 
視察 ・ 指導チームには, 幼児教育関係の専門家 2 名、 防
減災及び気候変動教育関係の専門家2 名、 そして教育部
から1 名の 5 名で構成される。
今回は第 1 回目の訪問であり、 まず視察チームから約
20分間, 計画の概要についての説明がなされた。 それを
受けてモデル園から園内の概要やこれまでの実践や本年
の計画についての説明が約30分なされた。 これら説明は
パワーポイ ントを用いて、 極めて要領よく かつ効率的に
台湾の就学前教育における防災教育の実際
なされていた。 続いて、 園内の施設の見学を約40分なさ
れた後、 専門家からの指導ならびに今後の計画について
の意見交換が約60分なされた。全体で2 時間30分の視察
であった。 
3 ) 活動のねらい
幼託一元化を受け, 台湾全体で6362園 (2016年度) も
の幼児園が設定された。 そのうち公立の割合は地域によっ
て異なるが、 全国平均で31.2%であり、 都市部を含む地
域では公立の割合は低い傾向にあり、 今回調査した桃園
市は23.9%である。 そして, 全国での幼児園の在園率は
57.4% に達している。 同世代において半数を超える国民
が属する幼児園であるがゆえに, 防災教育における幼児
園の役割は大きいといえる。
台湾には首都の台北市や直轄市の桃園市, その他嘉義
県など22の市県がある。 幼児園防災教育モデル園計画で
は, まずそれら22の市県に各 1 園以上のモデル園を設定
し, 防災教育の推進を目指している。 そしてそのモデル
園を核に周辺の幼児園への普及・ 拡大を意図としている。
モデル園での取り組みは, 9 月21 日の 「防災の日」 に
全国で実施される避難訓練に力点が置かれている。 当日
の演習計画書 (防災地震演練船本) も用意し, 演習に臨
んでいる。 視察では, これまでの演習計画書や過去の演
習 (写真) などに対して, 専門家らの助言がなされた。 
また幼児園防災教育モデル園計画では, 前述の防災マニュ
アルで示された環境安全点検票にもとづいたチェ ックが
当該園で実施され, それに対する専門家のチェ ックと助
言, さらに啓蒙活動として, 専門家による保護者ならび
に教職員に向けた防災教育セミナー (親職講座) が組ま
れている。 
5 . おわりに
台湾の防災教育は、921大地震をきっかけに、 いち早
く災害に関する基本法である 『災害防救法』 を制定し, 
その法的根拠をもとに関係各省庁において各種事業を実
施・ 展開している。 教育部は, 特に防災教育の主管部局
として中心的な役割を果たしている。 教育部では, 2003 
年度以降, 4 年ごとにプロジェクトを設定し, 防災教育
にかかわる確実な積み上げがなされており, 防災ハンド
ブックや防災教育教材などの成果を残してきている。
台湾の防災教育の特徴として, 次の3 点が指摘される。 
まず, 国家主導で防災ハンドブックや環境安全点検票の
基準がしっかり示され, 統一的な教育や対応が可能となっ
ていることである。 防災という人の命に係わる事案であ
るだけに, このよう な標準化や統一化が徹底されている
ことは重要である。 二つ目に, 防災教育が IT技術を活
用しながら展開していることである。 GIS (地理情報シ
ステム) の活用により, 災害の危険地域の抽出やそのデー
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タを用いた防災マップが作製されている。 また環境安全
点検票のデータはそのままデータベース化され, 防災 ・ 
減災の分析や対策立案の基礎データと して活用されてい
る。 三つ目に, 気候変動教育などグローバルな展開が取
り入れられている点である。 災害はローカルな事案であ
るが, それと グローバルの課題との連携で各種の事業が
展開されている点は興味深い。 また本稿で紹介した幼児
園の視察にみるように, 教育関係以外の専門家も現場に
深く かかわっている点は特筆に価する。 防減災及び気候
変動関係の専門家から, GIs を用いて災害にかかわる周
辺環境を教職員に説明がなされたり, 園内の施設見学に
おいても安全面の観点から設備や用具へのコメ ントがな
されていた。 このよう に教育現場ではあるが, 教育関係
以外の専門家が入ることにより, 教育関係の専門家とも
相互に意見交換がなされ, より現実的な防災教育の構築
が可能になると考える。
台湾の就学前教育における防災教育について, 現時点
は啓蒙段階にあるといえる。 モデル園を通して防災教育
の目的や意義, あるいは防災に対する基本的な知識の伝
達に主眼が置かれている。 それ故に, 見える活動と して
の避難訓練が主たる活動をして位置づけられていると言
えよう。 防災において, 地震発生後 0分から2 分の行動
が重要であることが指摘されている。 命の存続に大きく
かかわって, その時間に適切に素早く行動できるかどう
かが鍵である。 そのような発生時の瞬間的行動や日常的
な体験実習に対しては, まだ重視されていないよう に思
われる'2)。
さて防災教材作成に深く かかわってきた翁教授による
と, 同教材の作成において日本の事例を参考にするなど, 
日本を防災教育の先進国との認識を示している。 確かに, 
日本における防災教育の取り組みは台湾より早く着手し, 
日本各地で様々な取り組みがなされているのは事実であ
る。 一方で, 本稿でみたように, 台湾は921大震災後, 
短期間で法制度を整え, 政府主導のもと, プロジェクト
ベースで極めて短期間に確実に成果の蓄積がなされてき
ている。 現在は, これまでの成果や蓄積をベースに, 教
育段階ごとに防災中期計画の立案が進められている。 ま
た日本では幼保一元化が1990年代後半に提案されていな
がら, いまだに関係法さえも制定されておらず遅々と進
んでいないのに対して, 台湾では2011年に関係法を制定
し翌年には実施している。 このように, 台湾は特定の課
題に対して, 研究や事業は実に臨機に展開され, 成果を
出しているといえる。
また翁 (2017) では、 幼児園での防災教育には、 他の
学校教育段階と比較して、 家庭、 コミ ュニティへの防災
教育の普及において、 よりよい成果を挙げることが可能
であると指摘している。 このよう な視点の評価は日本で
はあまり注目されていない。 一方, 家庭や地域との連携
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という点については, 日本では保護者への引き渡しまで
を防災教育の行動に位置づけている。 その点は, 今後の
台湾での防災教育の在り方を考えるに重要な観点である
と言えよう。
防災教育の分野において, 台湾は日本より進んだ取り
組みもなされており, 日本が台湾から学ぶべきことが, 
今後増えてく ることが想定される。 そのようなことから, 
台湾における防災教育について, 引き続き関心を寄せ, 
日本の防災教育への適用を検討してゆきたい。 
付記
本研究にあたって, 台北教育大学の翁麗芳先生, また
訪問見学を受け入れいただいた桃園市立平鎮幼児園の関
係者ならびに幼児園防災教育モデル園計画視察・ 指導チー
ムの皆様に, 記してお礼申し上げます。 
注
1 ) 後述するように, 台湾では2011年に 「幼兒教育及照
顧法」 (http://law.moj.gov.tw/LawClass/LawA11.aspx?
Pcode=HOe70031) が制定され, 教育を中心とする
幼稚園と保育を中心とする託児所 (托兒所) につい
ては, 2012年 1 月より, 日本でいう幼保一元化 (幼
托整合) が実施された。 一元後に設置された就学前
教育機関が幼児園 (幼兒園) である。
2 ) 『災害防救法』http://law.moj.gov.tw/LawClass/LawA11.
aspx?PCode=Do t20014
3 ) この点については, 行政院 「台湾が参与する気候変
動枠組条約」 (http://unfccc.saveoursky.org.tw/201 l oop
17/images/cadiis/book-dow1oad/04/Taiwan%27s_
Participation_in%20the_UNFCCC_Japanese.pdf) を参
照のこと。
4 ) 幼児園編のほか, 小学校 (國小) , 中学校 (國中) ,
高校 (高中) , 大学 (大專) について, それぞれの
編が監修されている。
5 ) 防減災及び気候変遷調適教育ホームページ (http://
disaster.moe.edu.tw/Safecampus/M ain/index aspx) 。
6 ) 防災教育@數位平台ホームページ (http://www dis 
ester.edu.tw)。 なお, 2015年に絵本の内容に関する
指摘を受けて, 現在, 公開は停止されている。
7 ) 日本の政令指定都市に相当する。桃園市のほか, 台
北市, 高雄市, 新北市, 台中市, 台南市がある。
8 ) 桃園市立平鎮幼児園ホームページ (http://preschool.
tyc.edu.tw/pingjhen/index.php?p=contact) より。
9 ) ただし, 別料金。
10) 台湾では幼保一元化後も職業資格として, 教員と教
保員の 2 カテゴリーが存在している。 本稿では, 両
者を合わせて教員と表記する。
11) 現地での説明板による。 
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12) 防減災及び気候変遷調適教育ホームページなどでは,
シェ イ ク アウ ト (抗震保命三歩驟 ) の ビデオ
(youtube) が提供されているが, 視察の現場ではあ
まり触れられていなかった。 
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